一般競争入札参加資格審査申請書
                                              　　　　    　　　令和　年　月　日

　北海道宗谷総合振興局長　様

　令和５年(2023年）１２月　　日付け北海道宗谷総合振興局告示第　　　　号により告示のありました「燃焼触媒酸化方式全有機炭素計（Total Organic Carbon Analyzer)システム一式の売買契約」に係る一般競争入札参加資格について審査されたく、関係書類を添えて申請します。

　なお、この申請書及び添付書類のすべての記載事項は、事実と相違ないことを誓約します。

	申請者の

所在地


	郵便番号（      ―　　）

電話番号（           ）　　　―
	　　印

	
	
	　代理人によって申請を行う場合は、本欄の押印は不要である

	フリガナ

商号又は名称


	
	

	フリガナ

　代　表　者


	
	


（代理人による申請を行う場合）

	申請代理人

の所在地
	郵便番号（　　　　―　　）

電話番号（           ）　　　―
	    印

	
	
	

	フリガナ

申請代理人


	
	


　私は、一般競争入札参加資格審査申請に当たり、次に該当しない者であることを申し出ます。
１　地方自治法施行令第１６７条の４第１項に規定する者
２　地方自治法施行令第１６７条の４第２項の規定により競争入札への参加を排除されている者
３　道が行う指名競争入札に関する指名を停止されている者
４　暴力団関係事業者等であることにより、道が行う競争入札への参加を除外されている者
５　暴力団関係事業者等であること。
６　次に掲げる税に滞納がある者
（１）　道税（個人の道民税及び地方消費税を除く。以下同じ。）
（２）　本店が所在する都府県の事業税（道税の納税義務がある場合を除く。）
（３）　消費税及び地方消費税
７　次に掲げる届出義務を履行していない者でないこと。（当該届出の義務がない場合を除く。）
（１）　健康保険法（大正１１年法律第７０号）第４８条の規定による届出
（２）　厚生年金保険法（昭和２９年法律第１１５号）第２７条の規定による届出
（３）　雇用保険法（昭和４９年法律第１１６号）第７条の規定による届出
８  過去２年間に国又は地方公共団体と理化学機器等又は電子機器等の賃貸借契約を行った実績があり、かつ、 誠実に実行したこと
９  北海道内に本店、支店又は営業所を有すること。
10　当該契約をする物品等に関し、要求仕様書に記載の要件を満たしていることを証明したものであること。
11　当該契約をする物品等に関し、迅速なアフターサービス・メンテナンスの体制が整備されていることを証
明したものであること。
